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第５３０回：下校の時間だよ 

    

最近中国に関する新聞記事がやたら多く、この道で糊口を凌いでいる以上、読み飛ばすわけにもいかず、

スクラップ作業に四苦八苦している。 

たとえば、①中国経済の減速に伴う GDP 成長率、PMI 指数、失業率、不良債権などの動き。②米中貿易

戦争に伴う報復関税や、産業補助金等の問題、③Huawei を米中覇権争いの標的に定めた米国の政策が、

中国経済やサプライチェーン網に及ぼす影響、④天安門事件 30 周年と、香港で勃発した二百万人デモの

衝撃、⑤貿易問題等で対立する米国を牽制する目的の習近平訪朝 etc 

昨今の中国には、この類の問題が山積しており、その関係もあって、6 月 4 日の天安門事件記念日前後

における中国当局の報道管制やネット規制は、過去最高レベルになったと噂されている。 

しかし、規制の網を掻い潜って、“有害なプロパガンダ”が発信されてしまうと、たとえ当局が即座に削除し

ても、ある程度の拡散は避けられない。 

世の中には極めて意地の悪い人物がいるようで、いま中国のネチズンたちの間で話題となっているのが、

“解濱”と云う匿名人物が書いた「全国最大的小学生 該下課了」と云う評論、というか罵詈雑言。 

題名を直訳すると、「全国で一番大きい小学生クン、下校の時間だよ」となる。文章の中で、批判対象者

は“一尊（＝最高権力者）”と呼ばれているが、これが誰を指すかは明らかだ。以下はサワリの一部。 

中国がいま直面している困難な事態は、米中関係のもつれだけではなく、経済成長鈍化、民営企業

の萎縮現象、雇用危機など多岐に亘るが、この内憂外患は誰の責任であるか。これら全ての問題

がアメリカ帝国主義の責任だと強弁するつもりなのか。 

嘗て鄧小平は「韜光養晦（才能を隠し、内に力を蓄える）」と云った。江沢民は「悶声大発財（こっそり

大儲けしよう）」と漏らした。胡錦濤は「不折騰（無茶はしない）」と発言した。 

「（一尊の肝いりで製作した）映画・凄いぜ我が国」は韜光養晦か？ 国内外に喧伝した「中国製造

2025」は悶声大発財か？ 「国家主席の任期撤廃」は不折騰か？ 

かつて中国のある人が、困難な事態に陥ったら、自分が責任を持つと言ったではないか。いまこそ

責任を取る時だ。彼は逃げ隠れできる立場にない。 

いまや全ての中国人にとって公然たる秘密となっているが、一尊は漢字もしょっちゅう読み間違える

“白字大王”の小学生だ。白字大王は複雑な局面や深刻な試練に対応する力がなく、彼が在位する

限り中国の凋落は続く。一尊こそが中国最大の問題だ。 

中国が抱える問題の解決策は、改革開放の深化に尽きるが、一尊は中国の改革開放を葬り去って

しまった。一尊が歴史に名を残し、後世の人々から称賛される唯一の道は隠退することだ。 

どうです、凄まじい悪口雑言のオンパレードではないですか。しかも底意地の悪い匿名氏は、2016年9月

に杭州市で開かれた G20 首脳会議で、習近平主席が失笑を買った有名な“原稿誤読事件”を例に持ち出し、

彼を“白字大王”と呼んでいる。 

中国初の G20 サミットを主催した習主席は、張り切って中国の古典から格調高い“軽関易道、通商寛農”
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と云うフレーズを演説で引用した。中国が進めている改革開放路線を、古典の引用で「税や関税を軽くし、

交通網を整備し、貿易を振興し、農業政策を緩和する」という意味で使おうとしたのである。 

ところが主席は、あろうことか「通商寛農」の部分を「通商寛衣」と誤読した。“寛衣”は服を脱ぐの意味で、

「貿易を振興して、素っ裸になります」と G20 で宣言してしまったのだ。主席の通訳は原稿通り無難に英訳し

たが、これを中国語で聞いた香港や台湾の関係者は、腹を抱えて笑い転げたらしい。 

あのときの習主席は 63 歳、老化が進むとスピーチ原稿が読みづらくなるもので、簡体字で“農”は“农”と

表記するから、うっかり“衣”と読み間違えたのは、まことに気の毒ではあった。 

 

しかしそれにしても、この罵詈讒謗は大国の指導者に対し、失礼極まりない。あまりにベタ、つまり真実そ

のものだからだ。習近平氏は 1953 年生まれだから破壊と混乱の文化大革命が勃発した 1963 年、彼は高級

幹部の子弟が数多く通う名門“北京101中学”に入学したばかりだった。このときの同級生が、いま米中摩擦

の最前線で戦っている劉鶴副首相だ。 

しかし、文革の混乱で中学や高校の授業は中断してしまい、紅衛兵たちが校内を暴れまわっている内に、

習近平氏は父親が「反党集団」として失脚した関係で、陝西省の山奥に下放されてしまい、22 歳で清華大学

に入学するまで、彼はアカデミズムとは完全に隔絶された世界に身を置いていた。 

清華大学は全国トップの名門大学だが、当時学力選抜は行われておらず、推薦入学のみであった。彼は

化学工程部に入学したが、方程式や幾何の演習すら経験していない若者に化学や物理の授業が理解でき

るわけがなく、習氏にとって卒業証書の入手のみが唯一最大の成果であったようだ。 

彼はその後、エリートコースをひた走るなか、多忙の合間を縫って１998～2002 年に清華大学で研究活動

に励み、みごと法学博士の学位を得たことになっているが、このとき彼は福建省の副省長、省長、浙江省の

党委書記と、人生で最も多忙な時期を、中央政治局入りを目指して必死に活動しており、こんな時期に寸暇

を惜しんで上京し博士論文と格闘していたら、出世なんかできる訳がない。 

彼が中国最大の小学生であるのは、中国では誰もが知る秘密である。「それがどうした！」と笑い飛ばせ

る度量があれば真の大物だが、痛いところを突かれて激怒するようでは、匿名氏の勝利となる。 

ところで習主席はきょうが初訪朝、金正恩委員長と面談の予定。社会主義国のトップは抱き合って喜びを

示す習慣があるが、両御大はどうするつもりかな。金氏がハグを望んでいるのは明らかだが。（了） 

文中の見解は全て筆者の個人的意見である。 

                              2019 年（令和元年）６月２０日  

筆者プロフィール 

杉野光男 

東洋証券株式会社 主席エコノミスト 

一橋大学商学部卒、 三菱信託銀行（現三菱 UFJ 信託銀行）入社、上海華東師範大学へ留学 

同行北京駐在員、上海駐在員事務所長、理事中国担当部長を経て、２００７年より現職 

著書  日本の常識は中国の非常識（時事通信社）、中国ビジネス笑劇場（光文社）等 
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ご投資にあたっての注意事項 
手数料等およびリスクについて 

① 株式の手数料等およびリスクについて 

・ 国内株式の売買取引には、約定代金に対して最大1.2420％（税込み）、最低3,240円（税込み）（売却約定代金

が 3,240 円未満の場合、約定代金相当額）の手数料をいただきます。国内株式を募集、売出し等により取得い

ただく場合には、購入対価のみをお支払いいただきます。国内株式は、株価の変動により、元本の損失が生

じるおそれがあります。 

・ 外国株式等の売買取引には、売買金額（現地における約定代金に現地委託手数料と税金等を買いの場合に

は加え、売りの場合には差し引いた額）に対して最大 0.8640％（税込み）の国内取次ぎ手数料をいただきます。

外国の金融商品市場等における現地手数料や税金等は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定さ

れますので、本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。外国株式は、株価の変動および

為替相場の変動等により、元本の損失が生じるおそれがあります。 

②債券の手数料等およびリスクについて 

・ 非上場債券を募集・売出し等により取得いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。 

 債券は、金利水準の変動等により価格が上下し、元本の損失を生じるおそれがあります。外国債券は、金

利水準の変動等により価格が上下するほか、カントリーリスク及び為替相場の変動等により元本の損失が生

じるおそれがあります。また、倒産等、発行会社の財務状態の悪化により元本の損失を生じるおそれがありま

す。 

③投資信託の手数料等およびリスクについて 

・ 投資信託のお取引にあたっては、申込（一部の投資信託は換金）手数料をいただきます。投資信託の保有期

間中に間接的に信託報酬をご負担いただきます。また、換金時に信託財産留保金を直接ご負担いただく場合

があります。 

投資信託は、個別の投資信託ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なるため、

本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。 

 投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とするため、当該金融商品市

場における取引価格の変動や為替の変動等により基準価格が変動し、元本の損失が生じるおそれがありま

す。 

④株価指数先物・株価指数オプション取引の手数料等およびリスクについて 

・ 株価指数先物取引には、約定代金に対し最大 0.0864％（税込み）の手数料をいただきます。また、所定の委

託証拠金が必要となります。 

・ 株価指数オプション取引には、約定代金、または権利行使で発生する金額に対し最大 4.320％（税込み）、最

低 2,700 円（税込み）の手数料をいただきます。また、所定の委託証拠金が必要となります。株価指数先物・株

価指数オプション取引は、対象とする株価指数の変動により、委託証拠金の額を上回る損失が生じるおそれ

があります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引や商品ごとに手数料等およびリスクが異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面、上場有価証券

等書面、目論見書、等をよくお読みください。 


